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   カスタマーハラスメントとは、顧客や取引先など（以下「顧客等」）からのクレーム全てを
指すものではありません。顧客等からのクレームには、商品やサービス等への改善を求め
る正当なクレームがある一方で、過剰な要求を行ったり、商品やサービスに不当な言いが
かりをつける悪質なクレームもあります。不当・悪質なクレーム、いわゆるカスタマーハラ
スメントからは従業員を守る対応が求められます。

（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）

（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）



   カスタマーハラスメントとは、顧客や取引先など（以下「顧客等」）からのクレーム全てを
指すものではありません。顧客等からのクレームには、商品やサービス等への改善を求め
る正当なクレームがある一方で、過剰な要求を行ったり、商品やサービスに不当な言いが
かりをつける悪質なクレームもあります。不当・悪質なクレーム、いわゆるカスタマーハラ
スメントからは従業員を守る対応が求められます。

（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）

（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）







的、



的、







（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）



（出典：令和2年度 厚生労働省 職場のハラスメントに関する実態調査）



   企業及び事業主として適切な対応をしていない場合、被害を受けた従業員から責任を
追及される可能性があります。

　以下の事例は、保護者による教諭に対する理不尽な言動があった際に、当該教諭の管
理監督者である校長に損害賠償責任が追及された事例です。
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図7：カスタマーハラスメントに関わる内部手続の流れの例
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８．SNS/インターネット上での誹謗中傷型
●インターネット上に名誉を毀損する、またはプライバシーを侵害する情報を掲載す

る。

【対応例】掲示板やSNSでの被害については、掲載先のホームページ等の運営者（管理
人）に削除を求める。投稿者に対して損害賠償等を請求したい場合は、必要に応じて弁護
士に相談しつつ、発信者情報の開示を請求する。名誉毀損等について、投稿者の処罰を
望む場合には弁護士や警察への相談等を検討する。解決策や削除の求め方が分からな

い場合には、法務局や違法・有害情報相談センター、「誹謗中傷ホットライン」（セーファー
インターネット協会）に相談する。
 

●「殺されたいのか」といった脅迫的な発言をする、反社会的勢力とのつながりをほのめ

かす、異常に接近する等といった、従業員を怖がらせるような行為をとる。または、「対応

しなければ株主総会で糾弾する」、「SNSにあげる、口コミで悪く評価する」等とブランド

イメージを下げるような脅しをかける。
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